
 
 
 
 
     
《経過・・・３か年にわたる作業期間》 
◆平成１４年度に着手 
東京都は、平成１４年度に東京都全域で用途地域等の見直しに

着手しました。 
◆平成１５年７月に東京都に原案を提出 
市は、「東大和市都市マスタープランの方針に沿い、良好な市

街地の環境を保護し、合理的な土地利用の実現に向けて有効な制

限とする」ことを基本目標として見直し原案を作成し、平成１５

年７月に東京都に提出しました。 
◆平成１６年６月２４日決定告示 
東京都は、市原案の内容を都市計画の案としてまとめ、平成 

１６年６月２４日に都市計画決定の告示を行いました。 
また、用途地域等の見直しと同時に進めてきた東部土地区画整

理事業の廃止の告示は、本年８月中旬頃の予定です。 
◆関連する市決定案件を同時に決定 
市は、東京都が決定する用途地域と関連する高度地区、防火・

準防火地域及び地区計画を同時に決定しました。これらは、用途

地域指定と一体となっている制限で、建物の建て方や構造等を決

めるものです。 
 

《内容・・・限られた地区での見直し》 
当市では、次の変更を行いました。 

◆都市計画決定上の整合を図るための変更 
都市計画緑地の一部について周囲の都市計画との整合を図る

ために変更を行いました。（清水１丁目地内、奈良橋２丁目・高

木１丁目・湖畔３丁目地内） 
◆住環境を維持するための制限を導入 
将来にわたって住環境を維持するため、用途地域及び地区計画

で『敷地面積の最低限度』を決定することと併せて、建ぺい率・

容積率の見直しを行いました。（上北台１丁目地内、立野１丁目

地内、清水６丁目・狭山５丁目地内）  
このように、限られた地区の見直しとなった結果、対象地区の

市全域に占める割合は低いものとなりました。 
 

◆市街化区域・市街化調整区域の変更は無し 
都市計画法では、無秩序な市街化を防止するため、都市計画区

域を、市街化区域と市街化調整区域に区分しています。当市では、

多摩湖を含む狭山丘陵周辺が市街化調整区域に、それ以外の区域

が市街化区域に指定されています。 

 
今回の用途地域等の見直しの中では、狭山丘陵及び周辺の緑地

を保全し、市街化区域内の効率的な整備を図るため、現行の区分

（線引き）の変更は行いませんでした。 
 
 

 
 
今回の用途地域等の一斉見直しでは、東京都内の多くの市区で

地区の特性や課題に対応し、将来にわたって住環境を維持するた

めの制限が導入されました。街づくりにおいて生活の質の向上を

図ることが求められている中、こうした制限は、今後多くの自治

体で、積極的に導入が検討されていくものと思われます。 
◆住環境を維持するための制限を活用 
例えば、敷地の細分化やミニ開発を防止し良好な住環境を形成

するため『敷地面積の最低限度』の指定を検討したり、市街地環

境の維持を図るため『建築物の高さの限度』の指定を検討すると

いったものです。 
◆市の当面の取組 
市は、地区が抱える課題への対応や住民等からの要望に対して、

今回の一斉見直しの際には十分な取組が行えなかった下記の地

区について、具体的な検討に入ることにしました。つきましては、

４ページに掲載の内容で説明会を開催しますので、ご出席をお願

いいたします。 
◆見直しの検討を行う地区（位置図は４ページに掲載） 
①低層住宅地区 

①－Ａ 第一種低層住居専用地域で、建ぺい率が５０％、容積

率が１００％に指定されている地域については、敷地の細分

化を防止するため、「敷地面積の最低限度」を用途地域の都

市計画で指定することを提案します。 
①－Ｂ 第一種低層住居専用地域の建ぺい率が４０％、容積率

が８０％に指定されている地域の中で、道路等の基盤整備を

伴って一団で開発され、住環境が保全されている地区につい

ては、「敷地面積の最低限度」を指定し、建ぺい率を５０％、

容積率を１００％に見直すことを提案します。 
この①－Ａ及び①－Ｂの地区に指定する敷地面積の最低限

度の数値は、市の宅地開発等指導要綱との整合を取り１１０

㎡以上を提案します。 
  【４ページに続く】 

今回の一斉見直しについて 

「東やまとまちづくりニュース」は、 
市民と行政の協働の都市づくりを目指す「東大和市
都市マスタープラン」の実現に向けて、市民の皆さ
んに都市づくりの情報をお知らせしています。 

今 後 の見 直 しについて 
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凡例
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日影規制の適用は受けません。ただし、高さが10mを超える建築物で規
制対象区域に日影を落とす場合は、規制の対象となります。

日影規制の適用は受けません。ただし、高さが10mを超える建築物で規
制対象区域に日影を落とす場合は、規制の対象となります。
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●準防火地域内の木造建築物の制限

　準防火地域内では、大規模な建物は耐火建築物とし、中規模

な建物は耐火建築物又は準耐火建築物としなければなりません

が、一般的な住宅などは木造とすることができます。しかし、

準防火地域内の木造建築物等は、その外壁及び軒裏で延焼のお

それのある部分（隣地境界線、道路中心線などから、1階にあ

っては3ｍ以下、2階以上にあっては5ｍ以下の距離にある建築

物の部分）を防火性能を有する仕様（国土交通大臣の認定を受

けたもの）にしなくてはなりません。

●建ぺい率

敷地面積に対する建築面積の割合。

●容積率

敷地面積に対する各階の床面積の

合計（延べ床面積）の割合。

●建築物の高さの限度

　第一種低層住居専用地域内においては、建築

物の高さは、10ｍを超えることはできません。

●日影規制

　一定の高さ、あるいは一定の階数以上の建物

が敷地周辺におとす日影を規制して、日照を保

護するための制限です。建築基準法に基づき、

東京都の条例（「東京都日影による中高層建築物

の高さの制限に関する条例」）で制限が定められ

ます。規制値は、指定する用途地域、容積率、

高度地区によって定まります。

●高度地区の制限

　建物の高さの最高限度を定めて住環境を保護するものと、最低限度を定めて土地利用の増進を図るものが

あります。

　東大和市では、北側敷地の日照を保護するため、北側の隣地境界線からの距離に応じて、建物の各部分の

高さの限度を定める３種類の北側斜線制

限を指定しています。

　北側の隣地境界線からの距離に応じた

斜線の中（図の網掛け部）に建物をおさ

めなければなりません。

〈第一種高度地区〉 〈第二種高度地区〉 〈第三種高度地区〉

用途地域等の見直しに伴い「敷地面積の最低限度」を指定した地区 

用途地域等を見直した区域

地区計画を決定した区域

上北台１丁目地内

用途地域で、敷地面積の最低限度

を１２０㎡に規定。

立野１丁目地内

地区計画で、敷地面積の最低限

度を第一種低層住居専用地域・

第一種中高層住居専用地域では

１１５㎡、第二種中高層住居専

用地域では１００㎡に規定。

（このほかに、外壁の後退距離や

建築物の意匠の制限等がある）

清水６丁目・狭山５丁目地内

地区計画で、敷地面積の最低限

度を第一種低層住居専用地域で

は１１５㎡、第二種中高層住居

専用地域・準住居地域では100

㎡に規定。

（このほかに、外壁の後退距離

や道路の拡幅等の内容がある）

※地区計画の区域内で、建築物の建築、外壁の塗替え等を行う場合

は、それらの行為に着手する３０日前までに市に届出が必要です。

【詳細は都市建設部 都市計画課（内線１２５４）まで】

凡 例



②工業地域 

建築基準法の規定では、工業地域には多くの用途の建物が

建築可能です。当市の工業地域は、産業構造の変化や幹線道

路の整備、多摩モノレール開通等により、工場から共同住宅

や商業施設等への土地利用転換が進んでいます。このような

中で、将来にわたって多様な都市機能の調和を図るため、地

区計画を提案します。 
地区計画で検討する内容は『建築物等の用途の制限』、『敷

地面積の最低限度』、『建築物の高さの最高限度』等を考え

ています。 
 

③新堀１・２丁目地区 

この地区は、比較的早い時期に複数の開発により、閑静な

住宅地として整備されました。しかし、一体で整備された区

画整理内の道路整備の状況と比較すると、狭い幅員と複雑な

形状から、緊急車両の通行が困難な状態になっています。 
東京都が行った地震に関する地域危険度測定調査で、出火

及び延焼の危険性を表した数値が高くなっています。 
そこで、防災性の向上と住環境の保全を図るため、地区に

ふさわしい整備手法を検討しながら、地区計画を提案してい

きたいと考えています。 
 

 
上記の①－Ａ、①－Ｂ、②の地区に、用途地域等の見直しについて市からの提案をさせていただくため、次

のように説明会を開催します。対象地区にお住まいの方及び土地等をお持ちの方はご都合がつく会場へお越

しください。 
また、③の新堀１・２丁目地区については、８月下旬頃当該地区の自治会役員の方に説明をした後に、地

区全体を対象にした説明会を開催したいと考えています。日程等は後日調整させていただきますので、よろ

しくお願いいたします。 
■ 日程及び会場 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

対象地区 開 催 日 会   場 開催時間 

７月１７日（土） 市役所 会議棟２階 第６・７会議室 午後７時３０分～９時まで 

７月２０日（火） 南街市民センター ２０２ 〃 ①－Ａ 

７月２１日（水） 向原市民センター 集会室 〃 

７月２９日（木） 仲原集会所 集会室 〃 
①－Ｂ 

８月 １日（日） 市役所 会議棟２階 第６・７会議室 午前10時30分～12時まで 

８月 ４日（水） 桜が丘市民センター ２階集会室 午後７時３０分～９時まで 

８月 ５日（木） 桜が丘市民センター ２階集会室 〃 ② 

８月 ８日（日） 桜が丘市民センター ２階集会室 午前10時30分～12時まで 

③ ８月下旬 新堀地区会館 集会室 午後７時３０分～９時まで 

 
     問い合わせ…… 都市建設部 地域整備課 用途地域担当  Tel. ５６３－２１１１ 内線１２６２ 

見直し検討地区への説明会のお知らせ 

見直しを検討する箇所 

古紙配合率100％再生紙を使用しています

この印刷物は大気汚染の原因になるVOCを含まず、

環境にやさしい大豆油インキを使用しています。
－４－


